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１ 評価の目的 
 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が実施する評
価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競
争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，
大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価す
ることにより，①その教育研究活動等の改善に役立てる
とともに，②評価結果を社会に公表することにより，公
共的機関としての大学等の諸活動について，広く国民の
理解と支持が得られるよう支援・促進していくことを目
的としている。 
 

２ 評価の区分 
 機構の実施する評価は，平成 14 年度中の着手までを
試行的実施期間としており，今回報告する平成 13 年度
着手分については，以下の 3区分で，記載のテーマ及び
分野で実施した。 
 ①全学テーマ別評価（教養教育（平成 12 年度着手継
続分），研究活動面における社会との連携及び協力） 

 ②分野別教育評価（法学系，教育学系，工学系） 
 ③分野別研究評価（法学系，教育学系，工学系） 
 

３ 目的及び目標に即した評価 
 機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分
に発揮できるよう，当該大学等が有する目的及び目標に
即して行うことを基本原則としている。そのため，大学
等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理的
条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に目的
及び目標が整理されることを前提とした。 
 
 

○全学テーマ別評価「研究活動面における社会との

連携及び協力」について 
 
１ 評価の対象 
 本テーマでは，大学等が行っている社会貢献活動のう
ち，社会一般を対象として連携及び協力を意図して行わ
れている研究活動面での社会貢献について，全学的（全
機関的）組織で行われている活動及び全学的（全機関的）
な方針の下に部局等において行われている活動を対象と
した。 
 対象機関は，設置者（文部科学省）から要請のあった，
国立大学（短期大学を除く 99 大学）及び大学共同利用
機関（総合地球環境学研究所を除く 14機関）とした。 
 

２ 評価の内容・方法 
 評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 5年
間の状況の分析を通じて，次の 3つの評価項目により実
施した。 
① 研究活動面における社会との連携及び協力の取組 
② 取組の実績と効果 
③ 改善のための取組 
  

 
 
３ 評価のプロセス 
(1) 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己
評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ
を含む。）を平成 14 年 7 月末に機構に提出した。 
(2) 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会
委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評
価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて
評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，
大学評価委員会で平成 15 年 1 月末に評価結果を決
定した。 
(3) 機構は，評価結果に対する対象大学等の意見の申
立ての手続きを行った後，最終的に大学評価委員会
において平成 15 年 3 月末に評価結果を確定した。 

 

４ 本報告書の内容 
 「Ⅰ 対象機関の概要」，「Ⅱ 研究活動面における社
会との連携及び協力に関するとらえ方」及び「Ⅲ 研究
活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び
目標」は，当該大学等から提出された自己評価書から転
載している。 
 
 「Ⅳ 評価項目ごとの評価結果」は，評価項目ごとに，
「目的及び目標の達成への貢献の状況」（「目的及び目標
で意図した実績や効果の状況」）として，活動等の状況と
判断根拠・理由等を記述し，当該評価項目全体の水準を
以下の 5種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い
て示している。 
・十分に貢献している。 
・おおむね貢献しているが，改善の余地もある。 
・かなり貢献しているが，改善の必要がある。 
・ある程度貢献しているが，改善の必要が相当にある。 
・貢献しておらず，大幅な改善の必要がある。 
（「取組の実績と効果」の評価項目では，「貢献して」を
「挙がって」と，「余地もある」を「余地がある」と記述
している。） 
 なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及
び目標に対するものであり，大学等間で相対比較するこ
とは意味を持たない。 
また，評価項目全体から見て特に重要な点を，「特に
優れた点及び改善を要する点等」として記述している。 
 
 「Ⅴ 評価結果の概要」は，評価の対象とした取組や
活動，評価に用いた観点，評価の内容及び当該評価項目
全体の水準等を示している。 
 
 「Ⅵ 意見の申立て及びその対応」は，評価結果に対
する意見の申立てがあった大学等について，その内容と
それへの対応を併せて示している。 
 
 「特記事項」は，各大学等において，自己評価を実施
した結果を踏まえて特記する事項がある場合に任意記述
を求めたものであり，当該大学等から提出された自己評
価書から転載している。 
 

５ 本報告書の公表 
 本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 

 
 

○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について 

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 ◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 
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１ 機関名：名古屋工業大学 
２ 所在地：愛知県名古屋市 

３ 学部・研究科・附置研究所等の構成  
  （学部）工学部    （研究科）工学研究科 
   （附置研究所等）共同研究センター，極微構造デバ  
  イス研究センター，セラミックス基盤工学研究セ 
  ンター 
４ 学生総数及び教員総数  
 ①学生総数 6,516 名（うち学部学生数 5,270 名） 

 ②教員総数  371 名 

５ 特徴 

 本学は工学系の単科大学として，工学部は 8学科，ま
た，夜間５年制の工学部第二部 4学科を擁し，学生数は，
5,270名であり，工学部では国内最大規模である。 工学
研究科は，博士課程６専攻を擁し，特に博士前期課程の

学生数は，1,061名と多い。 
  応用化学，材料工学（有機，無機，金属），機械工学，
生産システム工学（計測工学，経営工学），電気情報工学，

知能情報，社会開発（土木，建築），システムマネジメン

ト，都市循環システムなど工学の多くの分野，また工学

分野のみでなく，人間社会，言語文化，健康運動科学，

数学，物理，化学など多様な分野の教育研究を展開して

いる。 
  本学は，理念・目標として，「ひとづくり」，「ものづく
り」，「未来づくり」を掲げている。工学を基軸とする全

人教育の実践によって，人類の幸福や国際社会の福祉の

達成に対応できる人材の育成を図るとともに，世界の工

学技術の中枢拠点にある大学として，工学と産業技術分

野の先導や「技術文化」の継承と発展を通して知的源泉

の役割を果たし，さらに，市民・産業界の知的交流拠点

の構築を目指すものである。 
  世界のものづくりの責任を日本が負い，そして，日本
の中でも中京地区がその中心となっている。特に，愛知

県は，平成 12年で製造品出荷額が 24年連続全国一であ
り，ものづくり産業の集積地である。この愛知県に立地

する工業大学である本学が産業界等と連携を図り，貢献

していくことは，本学が地域社会から最も期待されてい

る使命の一つである。多様な教育研究分野の展開を背景

とし，民間機関等との共同研究，受託研究，産官学の交

流会，科学技術相談などを積極的に行っている。 

 

１ 「研究連携」に関するとらえ方 

 大学における研究は中立性と独自性を保つことを原則

とするが，社会と連携なしで進められるものではない。

幅広い社会との連携の中で市民の立場に立って技術開発

を進め，市民が強く大学に何を求めているかを先見し，

意思疎通，相互理解，相互啓発を図り，人類の発展と幸

福に寄与することが肝要である。本学の研究活動は，未

来へ向かって本学が掲げる理念と目標の中で実現され，

当然人材育成としての教育，及び社会的貢献としての活

動と密接に関わっている。 
 研究活動面における社会との連携をどう位置づけるか

は，いかなる目的，目標を持って連携をとるかによって

異なり，大別して 3つに分類される。一つは大学が育成，
蓄積してきた人的，知的，物的資産を基盤として社会連

携の中で新しい技術，工学の構築を目指す場合。一つは

大学が有する人的，知的，物的資産を社会へ還元し，も

って社会の健全な発展と構築に寄与することを目指す場

合。さらにもう一つはこれら 2つの研究連携の結果とし
て教育・研究活動の活性化と大学構成員の意識の高揚と

改革を図ることを目指す連携活動である。 
大学の人的，知的，物的資産と社会との連携による新

しい技術，工学の構築を目指す連携では共同研究，寄附

講座などの活動がこれにあたる。大学は能動的に社会の

研究ニーズを収集，整理するとともに，大学のシーズを

公開し，関連する分野の研究者に働きかけ，社会の人的，

知的資産との連携を促進，支援する必要がある。本学で

は共同研究センターを中心とした研究会あるいは開発プ

ロジェクトチームの設置などが進んでいる。研究におけ

る社会との連携も共同研究や受託研究員等の受け入れか

ら先端技術の企業化を目的としたベンチャー・ビジネ

ス・ラボラトリーを中心とした活動まで多様化している。

さらに行政，企業の要請に応えて，研究者を派遣したり

受け入れたり出来る制度や機構，支援システムを，企業

を巻き込んで構築するとともに推進する基金までも用意

する必要がある。本学の場合研究協力会との連携活動な

どがそれにあたる。また大学が有する先端的な研究成果

に基づいてベンチャービジネスの起業が容易に行えるよ

うなリエゾンオフィス，インキュベーション機能をそろ

えた組織の構築も重要である。 
大学が知的創造を行う活動の場であるという特質は，大 

Ⅰ 対象機関の概要 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

  
Ⅱ 研究活動面における社会との連携及

び協力に関するとらえ方 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 
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学構成員だけのものではなく広く社会と共有すべきもの

で，高度化かつ複雑化した科学や技術の本質を社会貢献

活動の一環として社会へ還元しなくてはならない。現代

のように社会システムの変革が求められる中で，そのシ

ステム構築のために大学は学問の中立性を維持しつつ，

本学の教官がその専門性，見識を生かして各種行政の委

員会などに積極的に関与していくことも研究連携による

社会貢献の一つである。また企業に対しては，技術はも

ちろん技術哲学まで含めてアドバイスをすることが重要

で，特定企業等の顧問就任などの容認を含め，大学はそ

の為の障害を取り除く必要がある。さらに，研究成果の

還元も特定企業に向けた発信だけでなく，広く一般社会

に向けての先端情報の公開も重要で，専門性の高い公開

講座，科学技術講演会，高度技術セミナーなど，教育と

重なる活動がこれに当たる。また海外における技術支援

活動の一つである国際協力事業団（JICA）などへの協力

も国際社会への研究活動の還元にあたる。 
 社会と連携を取ることによって異なった考え方に基づ

いた価値判断がなされ，新たな価値観が大学内に形成さ

れることは研究の多様性を増し，大学の教育・研究面で

の活性化に繋がる。研究連携を機軸とする，本学研究者

の意識改革に関連する取り組みとして，本学では教官の

横並びの予算配分を廃止し，大学活性化経費を導入して，

共同研究などの外部資金の導入を半ば義務化している。

さらに，国際的な研究活動を推進し，従来の工学の枠を

離れた異分野との融合を図るべく，戦略的な研究プロジ

ェクトとして，共有スペースと研究費の重点配分を行っ

た学内 COE を設置している。 
 以上，本学は先端研究から基礎研究をベースに，研究

情報を積極的に発信し，世界のものづくりの中心である

地域産業界と密に連携して，世界の工学の拠点，コミュ

ニテイの中心としての工学研究，技術開発，新産業創成

の交流の場となり，地域が支える世界に開かれた大学を

目指す必要があり，そうした観点での社会との研究連携

を重要不可欠な事項であると捉えて活動している。 
２ 取組や活動の現状 

 「社会と連携及び協力するための取組」 
本学の社会と連携及び協力するための取組は以下のと

おりである。 
 ①民間等の共同研究，②受託研究の受入，③受託研究

員の受入，④研究を目的とした奨学寄附金の受入，⑤極

微構造デバイス研究センターの寄附研究部門の設置，⑥

産官学の交流会・相談会・懇談会等の開催・参加である。 

 
この内，民間等との共同研究は，平成 9 年度は 40 件で
あったが，平成 13年度には 86件と大幅に増加している。
受託研究も平成 13年度は 31件となっている。⑦大学院
における研究成果を地域社会に公開するため，ポスター

展示形式で「工学研究フロンティア」を学外で開催して

いる。平成 13年度は研究発表 179件，参加者 400人規
模であり，企業人等と積極的に交流を図っている。⑧産

官学の連携の推進を図るため，学内研究費に競争的な環

境を設ける目的で大学研究活性化経費，提案公募型プロ

ジェクトを導入している。⑨学外者との共同研究を含み，

学際的，先端的な研究を行う研究チームの施設を確保す

るため，平成 13 年度にオープンスペースラボラトリー
を設置した。⑩社会との連携及び協力を推進するために

は，大学の研究内容を広く公開する必要があり，平成 11
年 2月，13年 3月に研究者総覧を発行した。またホーム
ページによる研究情報の公開にも努めており，平成 13
年度から共同研究センターのホームページ，本年 3月に
は「研究者情報サービス」を公開した。 
「研究成果の活用に関する取組」 
 本学の研究成果の活用に関する取組は以下のとおりで

ある。  
 ①共同研究を積極的に推進した結果，その成果が産業応

用された件数が，平成 9年度から 6件に達した。②中部
ＴＬＯには本学教官は 55 名が参加しており，この活動
から既に 13 件の特許申請が行われた。③本学教官が持
つ高度な専門知識を生かして，国の機関，地方公共団体，

公益法人の審議会・専門委員会等の委員として参加する

ことにより，社会における様々な課題に対し，解決に取

り組んでいる。④企業等から，本学には様々な科学技術

相談が寄せられており，共同研究センターを窓口として

その相談に対応している。相談件数は，平成 12 年度は
170件，13年度は 150件に達している。また，高度技術
セミナー，技術者を対象とする公開講座を開設している。

⑤国際協力事業団が，ブラジル政府の要請により実施す

るプロジェクト方式の技術協力事業に平成 10年度から，
本学教官を派遣している。 
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１ 目的 
（１）取組や活動の基本的な方針 
１）背 景 

 20 世紀半ば以降，我が国はものづくりの世界的な拠点
として，工業製品製造の中心的な役割を担ってきた。 
しかし，近年特にアジア地域の国々において，産業の発

展が目覚ましく，安価で質の高い豊富な労働力を背景に，

労働集約型の工業製品製造の中心が中国を中心としたア

ジア地域の国々に移りつつあり，我が国の産業の空洞化

が顕在化してきた。資源を持たない我が国は，今後も産

業立国として存続していく必要があり，そのためには新

技術や新産業の創出により，知識集約型の付加価値の高

い製品，新製品の開発が不可欠となる。また，社会の高

度化に伴い，社会活動が複雑になってきた結果，環境問

題に代表されるようなグローバルな課題に対応するため，

国や地方公共団体の行政においても高度な専門知識が必

要になってきている。 
  一方，大学には長年の研究活動による膨大な知識の蓄

積があり，多くの技術シーズや高度な専門知識の拠点と

なっている。このような状況の中で，大学は，民間企業，

国や地方公共団体などから，連携及び協力を強く求めら

れており，知の源泉としての役割を果たす必要がある。 
  ２）基本的方針 
  本学は，長年，工学の広い分野や工学以外の分野など 
多様な分野にわたって研究活動を展開し，多くの技術シ

ーズや高度な専門知識を蓄積している。 
  特に，愛知県の製造品出荷額は平成 12年で 24年連続
全国一であり，我が国のみならず，世界の「ものづくり」

産業の中心地である。この地域に立地する工学の単科大

学として工学に関する幅広い知の源泉としての役割を果

し，地元産業界へ貢献することが，本学の存置にとって

不可欠と考えている。 
  こうした方針から，その保有する技術シーズや高度な
専門知識を生かし，特に工学分野において，社会との連

携及び協力を積極的に推進していくものである。 
（２）活動を通じて達成しようとしている基本的な成果 
  民間等との共同研究，受託研究，産業界への技術移転，
などの活動を積極的に推進することにより，我が国の経

済の活性化に資するための新技術・新産業の創出に寄与

する。 

また，国や地方自治体等の各種審議会・専門委員会への

参加，民間企業等からの科学技術相談への対応などの活

動を積極的に推進することにより，地域社会における

様々な課題に対し，地域経済の活性化と住民生活の質の

向上に寄与する。 
  なお，社会と連携及び協力して研究活動を進めていく
ことにより，社会のニーズを的確につかむことができ，

このような触発により本学の研究活動を活性化する。 
２ 目標 

（１）取組や活動の基本的な方針 
  １）社会と連携及び協力するための取組 
  社会と連携及び協力することを意図し，以下の取組や
活動を推進する。 
 ①民間等との共同研究，②受託研究の受入，③受託研

究員の受入，④研究を目的とした奨学寄附金の受入，⑤

極微構造デバイス研究センターの寄附研究部門の設置，

⑥産官学の交流会・相談会・懇談会等の開催・参加，⑦

大学院における研究成果を地域社会に公開するため，「工

学研究フロンティア」の開催。⑧産官学連携の研究推進

を図るための大学研究活性化経費，提案公募型研究プロ

ジェクトの導入。⑨学外者との共同研究を含み，学際的，

先端的な研究を行う研究チームの施設を確保するための

オープンスペースラボラトリーの設置。⑩社会との連携

協力の推進のため，研究者総覧の発行及びホームページ

での研究情報の公開。 
  ２）研究成果の活用に関する取組 
  社会と連携及び協力する意図をもって，研究活動の成
果を社会に提供・活用するため，①共同研究の成果の産

業応用，②中部ＴＬＯを通じた技術移転，③各種審議会・

専門委員会への参加，④科学技術相談・高度技術セミナ

ー・技術者を対象とする公開講座，⑤国際協力事業団の

プロジェクト方式技術協力を積極的に推進する。 
（２）活動を通じて達成しようとしている基本的な成果 
 民間等との共同研究，各種審議会・専門委員会への参

加などの取組や活動を積極的に推進することにより，我

が国の経済の活性化に資するための新技術・新産業の創

出に寄与し，地域経済の活性化と住民生活の質の向上に

寄与する。また，社会と連携及び協力して研究活動を進

め，こうした触発により本学の研究活動を活性化する。

Ⅲ 研究活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び目標 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 
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１．研究活動面における社会との連携及び協力

の取組 
 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 

共同研究センター及び大学院ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリーの設置など，地域産業界との連携を深め，

共同研究や研究成果の産業応用，実用化研究などを通じ

て，地域産業の発展に貢献することを目的とした窓口・

センターを設けている。この両センターが連携し，全学

的に運営実施する体制を整えている点は優れている。 
名古屋工業大学における教育・研究支援組織である名

古屋工業大学研究協力会（約 210社・団体の会員）と連
携した定期的な研究会開催による共同研究テーマの掘り

起こしや，大学活性化経費・提案公募型研究プロジェク

トの導入，オープンスペースラボラトリーの設置などに

よる経費・施設面の援助を行ない，取組みや活動を推進

している点は優れている。 
新産業創設のための研究会を設置し，大学と産業界の

技術者・研究者が参加する 19 の研究会で共同研究構築
などを行っている。また，工学研究フロンティアは，研

究発表会を毎年 1回定期的に開催するもので，これによ
り研究成果の理解を深めている点は優れている。 
研究・国際交流委員会で，全学的な取組みや活動の基

本的な方針を決定後，共同研究センター運営委員会，大

学院ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー運営委員会等

でその基本方針に基づき具体的な実施方法などを検討し

ており相応である。 
共同研究センターでは，客員教授に民間の弁理士やベ

ンチャー育成業務経験者を迎え，特許相談会及びベンチ

ャー相談会をそれぞれ月１回開催，また要請があれば随

時相談に応じるなど，研究の成果の特許化促進，起業化

支援の取組みを行っている。また研究成果の技術移転を

促進するため，中部ＴＬＯの各種委員として経営・運営

に参画するなど，社会還元に努めており，運営・実施・

推進体制として優れている。 
民間企業等を対象に科学技術相談を実施しており，技

術課題の解決，共同開発のための専門家探しなど随時相

談に応じている。また，民間機関等の技術者，研究者を

対象に高度技術セミナーを実施しており，先端の技術分

野からテーマを選んで，講義と実習を交えた集中的なセ

ミナーを実施している。さらに技術者を対象とする公開 

 
講座は，過去 10 年以上継続しているもので，勤務後の
時間を利用して行うなど受講者にも配慮されている。い

ずれも社会ニーズに応える活動であり，運営・実施体制

として優れている。 
学外者で構成される運営諮問会議を設置し，学長の諮

問に応じて審議している。また，学長特別補佐として，

学外の有識者 2名を委託し，運営会議で社会との連携協
力について助言を受けている点は特色がある。更に，共

同研究センターには，弁理士やベンチャー支援の専門家，

企業の研究開発者を産官学連携研究員として 6名委嘱し
ているほか，大学院ベンチャー・ビジネス・ラボラトリ

ーでは，同連絡協議会を設置し，11名の学外有識者を委
員に委嘱している。いずれも学外者から産官学連携に関

する意見を反映する取組として優れている。 
広報委員会が広報の基本的な方針を決定し，「研究者総

覧」，「テクノペディア名工大活用辞典」，「産官学連携へ

の取組み」，「研究者情報検索サービス」により冊子や大

学のホームページで紹介すると共に，総合計画委員会が

社会と連携及び協力するための基本的な考え方等をまと

めた「本学の理念，目標」の配布により，学内及び広く

学外者へ取組みの姿勢を公表しており相応である。 
貢献の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，取組は目的

及び目標の達成に十分に貢献している。 
 
◇特に優れた点及び改善を要する点等 

学長特別補佐として，経営，財務又は技術企画等に優

れた能力を有する学外の有識者 2名を委託し，月 2回の
運営会議で社会との連携及び協力について助言を受けて

いる点は特色ある取組である。 
新産業創設のための研究会を設置し，大学と産業界の

技術者・研究者が参加する 19の研究会で共同研究構築，
情報・技術交流，懇談など産官学連携の推進の草の根活

動を行っている。また，工学研究フロンティアは，研究

成果の活用や情報発信のひとつとして，研究発表会を毎

年 1回定期的に開催するもので，これにより研究成果の
理解を深めているなど，研究成果の産業応用や起業化支

援，情報発信の体制，仕組みが整っている点は特に優れ

ている。 

Ⅳ 評価項目ごとの評価結果 
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２．取組の実績と効果 

 

◇目的及び目標で意図した実績や効果の状況 

民間等との共同研究は，毎年 40 件程度の受入実績で
あったが，教育・研究支援組織である名古屋工業大学研

究協力会の設立や共同研究センターの専任教授が措置さ

れた平成 12年度以降は，平成 12年度で 55件，平成 13
年度では86件と平成9年度の2倍以上に増加しており，
また，共同研究センター運営委員会の設定した年次目標

（平成 13年度 80件）を達成しており，連携活動の実績
として優れている。 
受託研究は毎年 30 件前後の受入実績がある。また，
研究を目的とした奨学寄附金は，毎年 200件前後の受入
実績があり，受託研究員等は過去 5 年間で 31 件の受入
実績がある。いずれも実績として相応である。 
極微構造デバイスセンターの「ケミカル・メカニカル

精密加工技術（フジミ）寄附研究部門」は，東海３県下

で初めての寄附研究部門の設置であり，実用的技術を開

発し，成果は論文あるいは学会，国際会議での発表や，

企業に取り入れられるなど，企業との実質的な交流が図

られ，成果を上げており，連携活動の実績として優れて

いる。 
技術者，研究者，経営者等の様々な階層を対象とした

取組として，産官学の交流会の参加者は平成 13 年度で約

708 名，講演会の参加者は 449 名，懇談会の参加者は 21

名となっている。また平成 13 年度からは，新産業創出
のための研究会を設置し，19の研究会で 37回開催し，
民間の研究者・技術者及び一般市民など延べ約 1,500人
の参加者との双方向の議論を実施するなど，密接な産官

学連携を図った実績として優れている。 
工学研究のフロンティアでの大学院生による研究成果

のポスター発表は，平成 13 年度で 179 件あり，企業と
直接対話が行われている。その中から評価の高い 5名に
対して実用化の調査研究を実施し，このうち１名の学生

は起業化の準備を進めており，連携活動の実績として優

れている。 
産学官連携の新産業創出への支援などを目的とする大

学研究活性化経費は年々増加し，平成 14 年度には
110,000 千円を傾斜配分しているなど研究支援が強化さ
れている。また，独創的なシーズを実用化・企業化する

目的で導入している提案公募型研究プロジェクトは，平

成 13 年度で 10 件のプロジェクトに総額 13,000 千円を 

 
配分しており，大学と企業等が共同で研究するプロジェ

クトが約半数であり優れている。 
共同研究費や受託研究費，奨学寄附金等の外部資金の

受入額は，平成 9 年度の 4 億円から比べて平成 13 年度
は 5億円を超え，過去 5年でも最も多い受入れ実績であ
り優れている。 
「プラスチック廃棄物と古紙によるリサイクルボード

の開発」や「二次製品用コンクリート打設方法の開発」

等による民間等との共同研究が，依頼元の企業で実用化

されるなど成果に結びついており，研究成果の活用実績

として優れている。 
中部 TLO への参加人数は，全体で約 280 名の会員の
うち，名古屋工業大学からは 55 名が参加しており，参
加団体のうち 2番目に多く，特許出願数についても現在
13件となるなど，中部 TLOを通じた技術移転が積極的
に推進されており，研究成果の活用の実績として優れて

いる。 
高度技術セミナーは，毎年 10 名程度の定員で実施し
ており，時には定員の 2倍の申込みがある。セラミック
ス基盤工学研究センター公開講座は，毎年 30 名程度の
参加者を得ている。また，科学技術相談は毎年 150件か
ら 170件程度あり，毎年数件が共同研究の契約に繋がっ
ており，研究成果の活用の実績として優れている。 
国際協力事業団のプロジェクト方式技術協力事業に毎

年専門家を派遣するなど，国際協力への貢献実績として

相応である。 
実績や効果の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，目的及び目

標で意図した実績や効果が十分に挙がっている。 
 
◇特に優れた点及び改善を要する点等 

民間等との共同研究は，平成 13年度に 86件の受入れ
があり平成 9年度の 2倍以上の実績となっている。また，
共同研究センター運営委員会の設定した「平成 13 年度
80件」という年次目標も達成している。さらに「プラス
チック廃棄物と古紙によるリサイクルボードの開発」や

「二次製品用コンクリート打設方法の開発」等の研究課

題は，依頼元の企業で実用化されるなど成果に結びつい

ており，実績として特に優れている。 
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３．改善のための取組 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 

常置委員会として研究・国際交流委員会，評価委員会

の設置や，共同研究センターあるいは大学院ベンチャ

ー・ビジネス・ラボラトリーに設置されている運営委員

会等で取組み状況，問題点を把握する体制を整えて，改

善につなげており優れている。 
学外有識者で構成される運営諮問会議の設置や学長特

別補佐の委嘱，客員教授及び産官学連携研究員の招聘等

で外部の意見を取入れ，また部局等ごとに外部評価も実

施し，改善につなげており，学外者の意見等を把握する

体制や取組として優れている。 
産官学連携研究会等では必ずフリーディスカッション

あるいは懇談会を開催するなど学外者の意見聴取や高度

技術セミナー等のアンケート結果の分析と次回以降の企

画への反映など，学外者の意見を反映させる取組が行わ

れており優れている。 
平成７年度から平成 11年度まで 40件程度で留まって
いた共同研究の現状を受け，その契約件数に年次目標を

設置して取組み，連携に関わる教官の増加を図ると共に，

共同研究テーマもリエゾン活動を強化することにより，

企業のニーズにマッチしたものを織り込むなどの改善が

行われており優れている。 
共同研究センターの外部評価において，研究情報に関

する指摘を受け，研究者情報のホームページの作成，「テ

クノペディア名工大活用辞典」，「産官学連携への取組み」

の発刊等が行われている。また，知的財産権の価値意識

等に関する指摘を受け，知的財産権に関するセミナー等

を開催しており，改善状況として相応である。 
共同研究センターを中心に各学科，専攻等が連携・協

力して研究成果の活用に関する取組状況や問題点の把握

に努め，技術相談の申込への迅速な対応など，状況が把

握されており，体制として相応である。 
大学院ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの Annual 

reportは，各教官へ問題点を自覚させる目的で知的財産
権，実用化・応用製品等の項目を記載させており，体制

として相応である。 
貢献の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，改善のため

の取組が目的及び目標の達成におおむね貢献しているが，

改善の余地もある。 

 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

ここでは，前述の評価結果から特に重要な点を，特に

優れた点，特色ある取組，改善を要する点，問題点とし

て記述することとしていたが，該当するものがなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



名古屋工業大学 

- 8 - 

 
１．研究活動面における社会との連携及び協力の取組 
 名古屋工業大学においては，｢研究活動面における社会

との連携及び協力｣に関する取組や活動として，民間等の

共同研究，受託研究，受託研究員，奨学寄附金の受入，

寄附研究部門の設置，産官学の交流会・相談会・懇談会

等の開催・参加，「工学研究フロンティア」の開催，研究

成果の実用化，国，地方公共団体等の審議会・専門委員

会等の委員への参加，科学技術相談，高度技術セミナー，

技術者を対象とする公開講座などが行われている。 
評価は，取組みや活動の計画・内容と実施方法及び推

進方策とそれを運営・実施する体制，社会の意見を反映

する取組，広報の体制，範囲・方法及び目的及び目標の

趣旨の大学内における周知，学外者への公表の各観点に

基づいて，取組や活動及びそれを実施するための体制が，

目的及び目標の達成に貢献するものとなっているかにつ

いて行った。 
 これらの評価結果を総合的に判断すると，取組は目的

及び目標の達成に十分に貢献している。 
「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，学

長特別補佐として，学外の有識者 2名を委託し，運営会
議で社会との連携及び協力について助言を受けている点

を特色ある取組として，新産業創設のための研究会の設

置や，工学研究フロンティアは，研究成果の産業応用や

起業化支援，情報発信の体制，仕組みが整っている点を

特に優れた点として取り上げている。 
  
２．取組の実績と効果 
 評価は，連携活動の実績，連携活動による地域社会へ

の貢献度，大学が得た実績や効果，研究成果の活用の実

績の各観点に基づいて，当該大学での取組や活動の成果

から判断して，目的及び目標において意図する実績や効

果がどの程度挙がったかについて行った。 
 これらの評価結果を総合的に判断すると，目的及び目

標で意図した実績や効果が十分に挙がっている。 
 「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，民

間等との共同研究の受入実績が増加し，年次目標も達成

され，依頼元の企業で実用化されるなど成果に結びつい

ている点を特に優れた点として取り上げている。 
 
３．改善のための取組 
評価は，取組状況や問題点を把握する体制や取組，学 

 
外者の意見等を把握する体制や取組，把握した意見や問

題点に対する改善状況の各観点に基づいて，｢研究活動面

における社会との連携及び協力｣に関する改善のための

取組が適切に実施され，有効に改善に結びついているか

について行った。 
 これらの評価結果を総合的に判断すると，改善のため

の取組が目的及び目標の達成におおむね貢献しているが，

改善の余地もある。 
 「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，該

当するものがなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ 評価結果の概要 


